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令和４年４月８日付け質問書にて照会のあった件について，下記のとおり回答

します。 

 

記 

 

１．平成 16年４月の法人化当初から支給していない。 

 

２．支払い総額は期末・勤勉手当は 1 億 4,000 万円程度，住居手当は最大 6,800

万円程度（遅延損害金は含まない） 

  財源は北海道大学病院の診療経費 

 

３．平成 16年４月の法人化に伴い就業規則を制定し，契約職員（フルタイム）に

ついては，期末手当，勤勉手当及びその他諸手当を支給することと規定してい

るが，「医員」及び「医員（研修医）」については，契約職員であるものの，期

末手当，勤勉手当及びその他諸手当のうち住居手当については支給しないこと

とする法人化前の取扱いを法人化後も引き続き取り扱ってきたもの。 

  なお，事務部の管理職・通報窓口等に不支給に関する記録等は特になく，本

件を対象とする監査は行われていない。 

 

４．２年より以前（令和２年１月支給分以前）の補償は予定していない。 

 

５．期末・勤勉手当 

令和２年度：医員 40名程度，研修医 60名程度 

令和３年度：医員 40名程度，研修医 70名程度 

令和２年度～令和３年度（実人数）：医員 70名程度，研修医 130名程度） 



住居手当 

令和元年度（令和２年１月～３月）：医員 30名程度，研修医 70名程度 

令和２年度：医員 50名程度，研修医 60名程度 

令和３年度：医員 50名程度，研修医 70名程度 

令和元年度から令和３年度（実人数）：医員 90名程度，研修医 190名程度 

なお，医員の大半は短時間勤務職員であり，就業規則により期末手当，勤勉

手当及び住居手当の支給対象とならないため，職員録の医員・研修医・専攻医

の人数と乖離が生じる。 

 

６．回答３に記載のとおり，法人化前の取扱いを法人化後も引き続き取り扱って

きたものであり，特定の職員の責に帰するものではないことから，処分等は予

定していない。 

 

７．契約職員として在職している対象者に対しては，令和４年４月１日通知。 

それ以外の対象者については，令和４年４月 19日に通知。 

また，２年より以前（令和２年１月支給分以前）の不支給の対象者に対して

の通知は予定していない。 


